
法人名　　社会医療法人　智徳会　　　　　　

所在地　　岩手県盛岡市手代森9地割70番地1

（単位：千円）

Ⅰ　事　業　損　益

Ａ　本来業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ｂ　附帯業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ⅱ　事 業 外 収 益

Ⅲ　事 業 外 費 用

Ⅳ　特　別　利　益

Ⅴ　特　別　損　失

医療法人番号

損   益   計   算   書

（自　令和2年4月1日　　至　令和3年3月31日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額

3,035,968

2,944,172

本 来 業 務 事 業 利 益 91,796

90,334

110,771

附 帯 業 務 事 業 損 失 20,437

事 業 利 益 71,358

受 取 利 息 32

そ の 他 の 事 業 外 収 益 5 37

支 払 利 息 12,942

そ の 他 の 事 業 外 費 用 - 12,942

経 常 利 益 58,452

- 0

- 0

税 引 前 当 期 純 利 益 58,452

当 期 純 利 益 58,380

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 72

法 人 税 等 調 整 額 - 72



法人名　　社会医療法人　智徳会　　　　　　　

所在地　　岩手県盛岡市手代森9地割70番地1　　

（単位：千円）

 １ 有 形 固 定 資 産

 ２ 無 形 固 定 資 産

 ３ そ の 他 の 資 産

医療法人番号

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

貸   借   対   照   表

（令和3年3月31日現在）

Ⅰ　流　動　資　産 1,439,897 Ⅰ　流　動　負　債 419,467

現 金 及 び 預 金 884,529 買 掛 金 27,391

事 業 未 収 金 531,500 1 年 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金 112,560

未 収 入 金 23 未 払 金 26,713

た な 卸 資 産 13,026 未 払 費 用 145,232

前 払 費 用 6,814 未 払 法 人 税 等 72

そ の 他 の 流 動 資 産 4,912 未 払 消 費 税 等 1,712

△ 910 預 り 金 15,328

建 物

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金 84,306

1,964,109 そ の 他 の 流 動 負 債 6,149

Ⅱ　固　定　資　産

Ⅱ　固　定　負　債1,738,604 1,455,240

2,033,075

構 築 物 23,173 1,271,200

そ の 他 の 固 定 負 債

101,928

5,628

42,935

長 期 借 入 金

そ の 他 の 器 械 備 品 退 職 給 付 引 当 金

医 療 用 器 械 備 品 9,263 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 76,222

車 両 及 び 船 舶 4,452 5,889

144,595土 地

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 1,085

資　産　合　計 3,472,973 負債・純資産合計 3,472,973

設 立 等 積 立 金

63,336

1,598,265

1,598,265

45,000

Ⅰ　積　立　金

科　　　目 金　　　額

そ の 他 の 固 定 資 産 3,029

保 険 積 立 金

純 資 産 合 計

負　債　合　計

純 資 産 の 部

ソ フ ト ウ ェ ア

繰 越 利 益 積 立 金 1,553,265

57,831

前 払 年 金 費 用 2,475

1,874,7084,302

1,325そ の 他 の 無 形 固 定 資 産



 
 

重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記 

 

１ 継続事業の前提に関する事項 

  該当なし 

 

２ 資産の評価基準及び評価方法 

(１) たな卸資産の評価基準及び評価方法・・・最終仕入原価法 

 

３ 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産（リース資産を除く）・・・定率法 

但し、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）及び平成28年4月1日以降に

取得した建物付属設備並びに構築物については、定額法を採用しています。 

なお、主な耐用年数は次の通りです。 

  建物        7年～39年 

  構築物       10年～20年 

  医療用器械備品   4年～10年 

  その他の器械備品  4年～15年 

  車両及び船舶    4年～ 6年 

 

（２） 無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。 

ただし、ソフトウェア（法人内使用分）については、法人内における利用可能期間（5年）に基

づく定額法によっています。 

 

（３）リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 

 ・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法 

 

４ 引当金の計上基準 

（１） 貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上しています。 

 

（２） 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当会計年度に負担すべき

額を計上しています。 

 

（３） 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当会計年度末要支給額を計上しています。 

 



 
 

（４） 退職給付引当金 

職員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務に基づき、当会計年度末に

おいて発生していると認められる額を計上しています。 

なお、当医療法人は、前々会計年度末日の負債総額が200億円未満であることから、簡便法によ

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を採用しています。 

 

５ 消費税及び地方消費税の会計処理方法 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 

  なお、控除対象外消費税は、その発生年度において全額を費用処理しています。 

 

６ その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項 

  (１) 補助金等の会計処理方法 

固定資産を購入する目的で受取った補助金等については、受取った会計年度に一括して収益と

して計上しております。 

なお、対象となる固定資産について法人税法上の圧縮記帳が認められている場合は、固定資産

を直接減額する方法によって処理しております。 

 

７ 重要な会計方針の変更 

該当なし 

 

８ 資産及び負債のうち収益業務に関する事項・収益業務からの繰入金の状況に関する事項 

  該当なし 

 

９ 担保に供している資産に関する事項 

  【担保に供している資産】 

 

 

 

 

 

【担保に係る債務】 

 

 

 

 

 

  

科  目 金額（千円） 

建  物 1,737,704 

土  地 86,819 

計 1,824,524 

科  目 金額（千円） 

長期借入金（1年内返済予定を含む） 1,383,760

計 1,383,760



 
 

１０ 法第５１条第１項に規定する関係事業者に関する事項 

(１) 法人である関係事業者 

該当なし 

 

(２) 個人である関係事業者 

該当なし 

 

１１ 重要な偶発債務に関する事項 

 該当なし 

 

１２ 重要な後発事象に関する事項 

 該当なし 

 

１３ その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項 

 有形固定資産の減価償却累計額 2,712,180千円 

 

１４ その他 

 計算書類は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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